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1 R4.7.26 R4.8.1
３総総法査第２８８号ないし同第２９２号の審理員意見書記載の最高裁平成２６年７月１８日判例地
方自治３８６号７８頁

- 総務部法務課

2 R4.7.22 R4.8.4
平成30年11月26日頃、総務省から都道府県市町村税担当課担当者宛に送信された「不動産鑑定士協会
に対する鑑定業務の依頼について」と題するメール（添付資料を含む）及び当該メールの内容に関し
東京都から都下市町村へ通知したメール又は文書等

4 1 行政部市町村課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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決定区分 （根拠規定）条例７条

番号 裁決日　　　  裁決の文書記号・番号
1  令和3年10月1日  3総総法査第190号
2  令和3年10月11日 2総総法査第389号
3  令和3年10月12日 2総総法査第26号
4  令和3年10月13日 2総総法査第148号
5  令和3年10月13日 3総総法査第164号
　 　　　　　　　　3総総法査第245号
6  令和3年10月13日 3総総法査第302号
7  令和3年10月19日 3総総法査第313号
8  令和3年10月20日 2総総法査第373号
　 　　　　　　　　2総総法査第417号
9  令和3年10月22日 31総総法査第1090号
10 令和3年10月22日 31総総法査第1228号
11 令和3年10月25日 31総総法査第1065号
12 令和3年10月26日 3総総法査第398号
13 令和3年11月16日 2総総法査第157号
14 令和3年11月17日 2総総法査第1054号
　　　　　　　　　 2総総法査第1055号
　　　　　　　　　 2総総法査第1056号
　　　　　　　　　 2総総法査第1057号
　　　　　　　　　 2総総法査第1058号
15 令和3年11月22日 3総総法査第356号
16 令和3年11月25日 30総総法査第1290号
　　　　　　　　　 30総総法査第1291号
　　　　　　　　　 30総総法査第1292号
17 令和3年11月25日 3総総法査第120号
18 令和3年11月26日 2総総法査第1012号
19 令和3年11月29日 3総総法査第388号
20 令和3年12月7日  3総総法査第366号
21 令和3年12月7日  3総総法査第76号
22 令和3年12月7日  3総総法査第77号
23 令和3年12月10日 3総総法査第86号
24 令和3年12月13日 2総総法査第228号
25 令和3年12月15日 2総総法査第188号
26 令和3年12月15日 2総総法査第314号
27 令和3年12月20日 31総総法査第1154号
　　　　　　　　　 31総総法査第1155号
28 令和3年12月21日 2総総法査第154号
29 令和3年12月21日 3総総法査第178号
30 令和3年12月21日 3総総法査第401号
31 令和4年1月11日  3総総法査第399号
32 令和4年1月11日  3総総法査第431号
33 令和4年1月11日  3総総法査第6号
34 令和4年1月18日  2総総法査第197号
35 令和4年1月18日  3総総法査第522号
36 令和4年1月20日  2総総法査第553号
37 令和4年1月20日  2総総法査第587号
38 令和4年1月21日  3総総法査第599号
39 令和4年1月26日  3総総法査第165号
40 令和4年1月26日  3総総法査第558号
41 令和4年1月27日  31総総法査第363号
42 令和4年2月4日 　2総総法査第76号
43 令和4年2月4日 　3総総法査第234号
44 令和4年2月4日 　3総総法査第235号
45 令和4年2月4日 　3総総法査第236号
46 令和4年2月4日 　3総総法査第420号
47 令和4年2月24日  31総総法査第134号
48 令和4年2月28日  3総総法査第341号
49 令和4年2月28日  3総総法査第514号
50 令和4年2月28日  3総総法査第645号
51 令和4年3月4日　 3総総法査第227号
52 令和4年3月4日　 3総総法査第287号
53 令和4年3月4日　 3総総法査第407号
54 令和4年3月18日  3総総法査第766号
55 令和4年3月22日  2総総法査第2号
56 令和4年3月22日  3総総法査第118号
　　　　　　　　　 3総総法査第149号
57 令和4年3月22日  3総総法査第553号
58 令和4年3月24日  31総総法査第1216号
59 令和4年3月28日  3総総法査第216号
　　　　　　　　　 3総総法査第217号
60 令和4年3月28日  3総総法査第749号
61 令和4年3月29日  3総総法査第780号
62 令和4年3月30日  3総総法査第702号
63 令和4年3月31日  2総総法査第164号
64 令和4年3月31日  2総総法査第200号
65 令和4年3月31日  2総総法査第210号
66 令和4年3月31日  2総総法査第214号
67 令和4年3月31日  2総総法査第269号
68 令和4年3月31日  2総総法査第512号
　　　　　　　　　 2総総法査第513号
69 令和4年3月31日  2総総法査第843号
70 令和4年3月31日  3総総法査第585号
71 令和4年3月31日  3総総法査第624号

(条例第７条第２号）
特定の個人を識別することができるもの又は特定の
個人を識別することはできないが権利利益を侵害す
るものであるため

4583 総務部法務課11R4.8.12R4.6.19
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決定区分 （根拠規定）条例７条

4 R4.8.4 R4.8.17
金曽沢除石工事（令３）その２に係る工事変更設計書、変更工事費総括書、変更工事総括書、変更種
別内訳書、
代価明細表、諸経費計算書

23 1
三宅支庁土木港

湾課

5 R4.7.4 R4.8.22

令和４年１月１日から同年６月３０日までに完結した以下の審査請求事件の裁決書

不動産取得税の賦課処分及び不動産取得税減税決定処分並びに事業所税更正決定処分に関するもの
で、取下げになったもの以外のもの
令和４年３月２３日付３総総法査第６９１号裁決書
令和４年４月２８日付３０総総法査第１０３７号裁決書
令和４年５月３０日付３１総総法査第１０９７号及び同第１０９８号裁決書
　
ただし、以下の情報を除く。
⑴　特定の個人・法人・団体（処分庁、都税事務所、区市、税務署、法務局出張所、代理人弁護士・
税理士、処分等の文書番号を含む。）の氏名、名称及び住所並びにこれらを特定できる情報
⑵　納税者の保有する不動産等の所在地、家屋番号、建物番号及び納税通知書番号等特定の個人・法
人・団体を識別できる税務情報
⑶　本税額、滞納税額、延滞金額、差押財産の内容等特定の個人・法人・団体を識別することはでき
なくても、公にすることにより、なお当該個人等の権利利益を害するおそれがある税務情報

30 1 総務部法務課

6 R4.7.4 R4.8.22

令和４年１月１日から同年６月３０日までに完結した以下の審査請求事件の裁決書

個人事業税及び法人事業税の賦課・更正決定処分等に関するもので、取下げになったもの以外のもの
令和４年２月２日付２総総法査第５１８号裁決書
令和４年３月１日付２総総法査第９号裁決書
令和４年３月２３日付３総総法査第６８６号裁決書
令和４年６月２日付２総総法査第４号裁決書
　
ただし、以下の情報を除く。
⑴　特定の個人・法人・団体（処分庁、都税事務所、区市、税務署、法務局出張所、代理人弁護士・
税理士、処分等の文書番号を含む。）の氏名、名称及び住所並びにこれらを特定できる情報
⑵　納税者の保有する不動産等の所在地、家屋番号、建物番号及び納税通知書番号等特定の個人・法
人・団体を識別できる税務情報
⑶　本税額、滞納税額、延滞金額、差押財産の内容等特定の個人・法人・団体を識別することはでき
なくても、公にすることにより、なお当該個人等の権利利益を害するおそれがある税務情報

60 1 総務部法務課

7 R4.7.4 R4.8.22

令和４年１月１日から同年６月３０日までに完結した以下の審査請求事件の裁決書
　
固定資産税・都市計画税の賦課処分に関するもので、取下げになったもの以外のもの
令和４年１月１１日付２総総法査第２２１号裁決書
令和４年１月２７日付２総総法査第３１３号裁決書
令和４年３月２２日付３１総総法査第５２５号裁決書
令和４年３月２２日付２総総法査第１８３号裁決書
令和４年３月２３日付３総総法査第１４２号裁決書
令和４年３月２８日付３総総法査第１６６号裁決書
令和４年３月３１日付２総総法査第２０２号裁決書
令和４年３月３１日付２総総法査第２０４号裁決書
令和４年４月１８日付３総総法査第２２２号裁決書
令和４年５月２４日付２総総法査第１９４号裁決書
令和４年６月６日付２総総法査第１７１号裁決書
　
ただし、以下の情報を除く。
⑴　特定の個人・法人・団体（処分庁、都税事務所、区市、税務署、法務局出張所、代理人弁護士・
税理士、処分等の文書番号を含む。）の氏名、名称及び住所並びにこれらを特定できる情報
⑵　納税者の保有する不動産等の所在地、家屋番号、建物番号及び納税通知書番号等特定の個人・法
人・団体を識別できる税務情報
⑶　本税額、滞納税額、延滞金額、差押財産の内容等特定の個人・法人・団体を識別することはでき
なくても、公にすることにより、なお当該個人等の権利利益を害するおそれがある税務情報

133 1 総務部法務課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

8 R4.8.12 R4.8.24
・令和４年７月11日付事務連絡「安倍晋三元総理の葬儀等における半旗の掲揚について」
・令和４年７月11日付メール「安倍晋三元総理の葬儀等における半旗の掲揚について」
・局長レク等議事要旨記録票

4 1 1
(条例第７条第６号）
業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため

総務部総務課

9 R4.8.18 R4.8.24
三宅島火山噴火緊急ハード対策工事その５（厚木沢）に係る工事設計書、工事費総括書、工事総括
書、種別内訳書、代価明細表、諸経費計算書

30 1
三宅支庁土木港

湾課

10 R4.7.1 R4.8.30 「兼業の許可について」、「兼業許可申請書」及び「自営兼業許可申請書（不動産等賃貸関係）」 267 1 1 1 1

(条例第７条第３号）
法人等に係る情報で、公にすることにより法人等の
事業運営上の地位が損なわれると認められるため

(条例第７条第４号）
犯罪の予防や秩序の維持に支障をきたすおそれがあ
るため

(条例第７条第６号）
業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため

総務部総務課

11 R4.7.1 R4.8.30

(1)電子申請サービスを活用した来庁者受付票オンライン申請（予算要求資料）
(2)令和元年12月17日付31総契委第225号の2「委託契約書」（来庁アプリ制作等業務委託）
(3)令和元年12月27日付31総契委第243号「委託契約書」（都庁舎入退庁管理設備改修業務委託）
(4)令和2年1月8日付総契消第72号の2「委託契約書」（タブレット端末等の買入れ）
(5)令和4年3月31日付2財経二契第503号の3「仕様書」（庁内警備等業務委託）

148 1 1

(条例第７条第２号）
特定の個人を識別することができるもの又は特定の
個人を識別することはできないが権利利益を侵害す
るものであるため

総務部総務課

12 R4.8.24 R4.8.31

１　行政不服審査会等における調査審議等に係る事務処理マニュアル
２　行政不服審査会等における調査審議等に係る事務処理マニュアル　様式例
３　行政不服審査法 事務取扱ガイドライン
４　行政不服審査法 事務取扱ガイドライン〔様式編〕

367 1 総務部法務課


